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年
度
分

繰越控除の対象となる欠損金額
((6の③)と((12の③)－(14の③))のうち少ない金額)

計
(7)＋(8)＋(9)

被害の拡大又は発 生の 防止
のための費用に係る損失の額

8

当 期 の 欠 損 金 額
●●● (別表四｢52の①｣) ●●●

6

災
害
に
よ
り
生
じ
た
損
失
の
額

資産の滅失等により生じた損失の額

被害資産の原状回復のための
費 用 等 に 係 る 損 失 の 額

繰戻しの対象となる災害損失欠損金額
((6の③)と((13の③)－(14の③))のうち少ない金額)

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

16

控 除 未 済 欠 損 金 額

12

13

　　　

計

当 期 控 除 額
(当該事業年度の(3)と((2)－当該事業年度前の

(4) の 合 計 額 ) の う ち 少 な い 金 額 )

翌 期 繰 越 額
((3)－(4))又は(別表七(四)｢15｣)

 　　　　　　　　　　　　　　 円

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

・　・

・　・

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

・　・

・　・

合 計

保 険 金 又 は 損 害 賠 償 金 等 の 額

9

当

期

分

同

上

の

う

ち

欠 損 金 額
●●●(別表四｢52の①｣)●●●

災 害 損 失 欠 損 金 額

青 色 欠 損 金 額

(16の③)

欠 損 金 の 繰 戻 し 額

差引災害により生じた損失の額
●●●●  (10)－(11)  ●●●●

災害により生じた損失の額がある場合の繰越控除の対象となる欠損金額等の計算

棚 卸 資 産 固 定 資 産
( 固 定 資 産 に 準 ず る 繰 延 資 産 を 含 む 。 )

計
①＋②

災 害 の 種 類

③

10

災 害 の や ん だ 日 又 は や む
を 得 な い 事 情 の や ん だ 日

① ②
災 害 を 受 け た 資 産 の 別

・●●●・

7
 　　　　　　　　　　　　　　 円 　　　　　　　　　　　　　　 円

同上のうち所得税額の還付又は欠損金の
繰 戻 し の 対 象 と な る 災 害 損 失 金 額

11

中間申告における災害損失欠損金の繰戻し額 14

15

円
1控　除　前　所　得　金　額

(別表四｢43の①｣)

法人名
00･ 00･00

a

00･ 00･00

事　業
年　度

3

欠損金の損金算入等に関する明細書

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

事業年度

円

区 分

4

円
2

損 金 算 入 限 度 額

●●●(1)× a●●●●●●●●●

円

5

円

50又は100

100



別表七（一）の記載の仕方 
 

１ この明細書は、法人が法第57条｟欠損金の繰越し

｠若しくは平成27年改正前の法第57条｟青色申告書

を提出した事業年度の欠損金の繰越し｠の規定の適

用を受ける場合、法人が法第78条｟所得税額等の還

付｠若しくは第144条の11｟所得税額等の還付｠の

規定による還付を受けようとする場合（仮決算によ

る中間申告をする場合に限ります。６において同じ

です。）又は法人が法第80条第５項｟欠損金の繰戻

しによる還付｠において準用する同条第１項若しく

は法第144条の13第11項｟欠損金の繰戻しによる還

付｠において準用する同条第１項若しくは第２項の

規定により還付の請求をする場合に記載します。 

２ 「損金算入限度額２」の欄は、中小法人等事業年度

（法第57条第11項各号に掲げる法人の当該各号に定

める各事業年度及び次に掲げる法人の各事業年度を

いいます。）に該当しない事業年度にあっては「又は

100」を消し、その他の事業年度にあっては「50又は」

を消します。 

⑴ 措置法第66条の11の４第２項｟銀行等保有株式

取得機構の欠損金の損金算入の特例｠の規定の適

用を受ける銀行等保有株式取得機構 

⑵ 措置法第67条の14第１項第１号｟特定目的会社

に係る課税の特例｠に掲げる要件を満たす特定目

的会社 

⑶ 措置法第67条の15第１項第１号｟投資法人に係

る課税の特例｠に掲げる要件を満たす投資法人 

⑷ 措置法第68条の３の２第１項第１号｟特定目的

信託に係る受託法人の課税の特例｠に掲げる要件

を満たす同項に規定する特定目的信託に係る受託

法人（法第４条の３｟受託法人等に関するこの法

律の適用｠に規定する受託法人をいいます。⑸に

おいて同じです。） 

⑸ 措置法第68条の３の３第１項第１号｟特定投資

信託に係る受託法人の課税の特例｠に掲げる要件

を満たす同項に規定する特定投資信託に係る受託

法人 

３ 「控除未済欠損金額３」の欄の記載に当たっては、

次によります。 

⑴ 当該事業年度が法第57条第２項又は第４項の規

定の適用を受ける事業年度である場合（⑵に該当

する場合を除きます。）には、別表七(一）付表一

「３」の金額を記載します。 

⑵ 当該事業年度が法第59条第１項又は第２項｟会

社更生等による債務免除等があった場合の欠損金

の損金算入｠（同項の規定を同条第５項又は震災

特例法第17条第１項｟被災法人について債務免除

等がある場合の評価損益等の特例｠の規定により

読み替えて適用する場合を含みます。）の規定の適

用を受ける事業年度である場合には、別表七（三）

「27」の金額を記載します。 

⑶ 当該事業年度が令和２年改正法附則第20条第１

項｟欠損金の繰越しに関する経過措置｠に規定す

る承認の取消しの場合、取りやめの承認の場合又

は連結納税終了の場合の最終の連結事業年度終了

の日の翌日の属する事業年度である場合（⑴又は

⑵に該当する場合を除きます。）には、同項の規定

により当該法人の欠損金額とみなされる同項に規

定する連結欠損金個別帰属額を記載します。 

⑷ 当該事業年度前の各事業年度において生じた欠

損金額（欠損金額とみなされたものを含みます。）

のうち、法第57条第９項又は令和２年改正法附則

第20条第４項の規定によりないものとされる欠損

金額及び当該法人が法第57条の２第１項｟特定株

主等によって支配された欠損等法人の欠損金の繰

越しの不適用｠に規定する欠損等法人である場合

における同項に規定する適用事業年度前の各事業

年度において生じた同項に規定する欠損金額（法

第58条｟青色申告書を提出しなかった事業年度の

欠損金の特例｠の規定の適用があるものを除きま

す。）は、記載しません。 

４ 通算法人が法第64条の７第１項第１号から第３号

まで若しくは第５項｟欠損金の通算｠の規定の適用

を受け、又は法第80条第５項において準用する同条

第１項の規定により還付の請求をする場合の「３」



から「５」まで及び「14」の各欄の記載に当たっては、

前号の規定にかかわらず、次によります。 

⑴ 「控除未済欠損金額３」の欄は、別表七（二）「１」

の金額を記載します。 

⑵ 「当期控除額４」の欄の記載に当たっては、次に

よります。 

イ 別表七(二）付表一「８の計」の欄に金額の記

載がある場合には、当該金額を「計」の欄に記載

します。 

ロ 別表七(二）付表二「４の計」の欄に金額の記

載がある場合には、当該金額を「計」の欄に記載

します。 

⑶ 「翌期繰越額５」の欄は、別表七(二）「４」の

金額及び同表「７」の金額の合計額を記載します。 

⑷ 「中間申告における災害損失欠損金の繰戻し額

14」の欄は、別表七(五）「10」の欄に金額の記載

がある場合には、当該金額を記載します。 

５ 当該事業年度が令和５年改正前の措置法（⑵にお

いて「令和５年旧措置法」といいます。）第66条の11

の４第１項｟認定事業適応法人の欠損金の損金算入

の特例｠の規定の適用を受ける事業年度である場合

（別表七(二）付表二「４の計」の欄に金額の記載が

ある場合を除きます。）における「当期控除額４」の

欄の記載に当たっては、次によります。 

⑴ 「（⑵－当該事業年度前の⑷の合計額）」の金額

が０に満たない場合には、当該金額を０として計

算します。 

⑵ 令和５年旧措置法第66条の11の４第１項第１号

に規定する特例事業年度に該当する各事業年度ご

とに別表七(一）付表五「12」の金額を含めて記載

します。 

６ 「災害により生じた損失の額がある場合の繰越控

除の対象となる欠損金額等の計算」の各欄は、法第

58条第１項に規定する災害による損失若しくは震災

特例法第15条第１項｟震災関連原状回復費用に係る

損失の繰越しの特例｠に規定する震災関連原状回復

費用に係る損失が生じた場合（法第58条の規定の適

用がある場合に限ります。）、法第78条若しくは第

144条の11の規定による還付を受けようとする場合

又は法第80条第５項において準用する同条第１項若

しくは法第144条の13第11項において準用する同条

第１項若しくは第２項の規定により還付の請求をす

る場合に記載し、その明細を別紙に記載して添付し

ます。 

７ 「繰越控除の対象となる欠損金額16」の欄は、当該

法人が青色申告書を提出する法人である場合には、

記載しません。 

 


